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百 貨 店 ・ ス ー パ ー 販 売 額
全店舗ベースで総額約２３７億円、対前年同月比１.４％増（既存店前年

同月比０.６％増）となり、３か月振りに前年を上回っている。

新 設 住 宅 着 工 戸 数 （７月）

(2)　建設需要 堅調な動きがみられる。

　新規登録台数は３,５５３台、対前年同月比９.０％減となり、
１５か月連続で前年を下回っている。

専 門 量 販 店 販 売 額 （７月）

（７月）
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業 務 用 建 築 物 着 工 工 事 費 （７月）

(3)　生産活動 持ち直しの動きがみられる。

　鉱工業出荷指数（季節調整済指数・速報値）は９１.７、対前月比
３.７％増となり、２か月連続で前月を上回った。

　鉱工業在庫指数（季節調整済指数・速報値）は１１４.５、対前月比
０.１％増となり、２か月振りに前月を上回った。

１　本県の経済概況

個別判断 概　　要

(1)　個人消費 緩やかな持ち直しの動きがみられる。

　コンビニエンスストア販売額は総額約１８６億円、対前年同月比
３.１％増となり、４か月連続で前年を上回っている。

　家電大型専門店は総額約４８億円（対前年同月比６.４％減）、
ドラッグストアは総額約１００億円（同４.３％増）、ホームセンターは
総額約６３億円（同０.７％減）となっている。

乗 用 車 新 規 登 録 台 数 （８月）

コ ン ビ ニ エ ン ス ス ト ア 販 売 額 （７月）

　公共工事請負金額は総額約４５６億円、対前年同月比２３.７％増と
なり、２か月連続で前年を上回った。

　業務用建築物着工工事費は総額約７０億円、対前年同月比１７０.２％
増となり、５か月連続で前年を上回っている。

　鉱工業生産指数・季節調整済指数(速報値)は９０.２、対前月比
１.３％増となり、２か月連続で前月を上回った。
　なお、原指数（速報値）は９０.７、対前年同月比０.４％減となり、５か月連続
で前年を下回った。

公 共 工 事 請 負 金 額 （８月）

　新設住宅着工戸数は９２６戸、対前年同月比7.9％増となり、
３か月振りに前年を上回った。

鉱工業指数 （７月）
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県内の景気は、先行きに不透明感がみられるものの、一部に持ち直

しの動きがみられる。
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企業物価指数、消費者物価指数はともに前年を上
回っている。

福島市消費者物価指数

※備考 指標名の色について、前年と比較（鉱工業指数及び求人倍率については、前月と比較）して、改善している指標
は緑字、悪化している指標は赤字、同水準である、または個別には判断のつかない指標は灰色で表しています。

　 雇用保険(基本手当基本分)受給者実人員は６,７８３人、対前年同
月比４.１％減となり、１８か月連続で前年を下回っている。

雇用保険受給者実人員

労　働
　現金給与総額指数は１４１.９（事業所規模5人以上)、対前年同月
比６.９％増となり、７か月連続で前年を上回っている。

貸出残高は４兆７,７４８億円、対前年同月比１.７％増となり、平
成２５年６月以降、前年を上回る動きが続いている。

　 平均金利は０.７１４％となり、対前月差０.００８ポイント下降し、
５か月連続で前月を下回った。

企 業 倒 産 （８月）

(6)　企業・金融

(5)　物　　価
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　 倒産件数は５件、対前年同月比0.0％となった。
 負債総額は９億４,６００万円、対前年同月比２９０.９％増とな

り、２か月振りに前年を上回った。

金 融 機 関 預 貸 残 高 （７月）

貸 出 約 定 平 均 金 利 （７月）

国 内 企 業 物 価 指 数 （８月）

　 物価指数は１１５.１（速報値）、対前年同月比９.０％増となり、
１８か月連続で前年を上回っている。
　なお、対前月比は０.２％増となっている。

概　　要

(4)　雇用・労働 緩やかな改善がみられる。

個 別 判 断

（７月）

　新規求人倍率は２.２３倍（季節調整値）、前月から０.０９ポイント増加
し、３か月連続で前月を上回っている。

　有効求人倍率は１.４０倍（季節調整値）、前月から０.０１ポイント増加
し、２か月振りに前月を上回っている。
 　なお、有効求人数は１６か月連続で前年を上回り、有効求職者数は
３か月連続で前年を上回っている。

（７月）

求 人 倍 率

常用雇用指数は９９.４、対前年同月比１.３％増となり、３か月連
続で前年を上回っている。

（６月）

　所定外労働時間指数は１１６.０、対前年同月比６.７％増となり、
１５か月連続で前年を上回っている。

企業倒産件数は前年と同数になったが、負債総額は前
年を上回った。
預金残高、貸出残高はともに前年を上回った。

　 物価指数は１０２.４、対前年同月比３.３％増となり、
１０か月連続で前年を上回っている。
　なお、対前月比は０.３％増となっている。

預金残高は１０兆３,５２３億円、対前年同月比０.８％増となり、令
和元年６月以降、前年を上回る動きが続いている。

（８月）
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２　主な指標の動き

（１）　個人消費

　百貨店・スーパー販売額(７月)は全店舗ベースで総額約２３７億円、

対前年同月比１.４％増となり、３か月振りに前年を上回っている。

　なお、百貨店・スーパー販売額の既存店ベースは同０.６％増となっている。
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【百貨店・スーパー販売額(旧大型小売店販売額）】
調査対象となる百貨店２店とスーパー１１９店(７月末現在）の総販売金額です。既存店ベース

の前年同月比とは、前年同月も調査の対象であった店舗のみを比較するものです。過去１年
間に開・廃業した店舗の販売額は除かれているので、前年と同一条件で消費動向をみること
ができます。

なお、令和２年３月分から、調査対象事務所の見直しを行ったため、令和２年２月分以前の
月間販売額などとの間に不連続が生じています。なお、前年（同期、同月）比は、ギャップ調
整のためリンク係数で処理した数値で計算しています。

（資料 経済産業省）

（資料 経済産業省）
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　コンビニエンスストア販売額(７月)は総額約１８６億円、対前年同月比

３.１％増となり、４か月連続で前年を上回っている。

【コンビニエンスストア販売額】
商業動態統計の業態別販売額では、百貨店・スーパー販売額に次ぐ規模であり、平成２７

年７月分から都道府県別に販売額が公表となりました。店舗数は百貨店・スーパーに比べ約
８倍となっており、消費者に身近な店舗として存在感を増してきています。

（資料 経済産業省）

（資料 経済産業省）

（販売額、百万円)（販売額、百万円)
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専門量販店販売額(７月)は家電大型専門店は総額約４８億円、対前
年同月比６.４％減となり、９か月連続で前年を下回った。

ドラッグストアは総額約１００億円、対前年同月比４.３％増となり、１５か月連
続で前年を上回った。

ホームセンターは総額約６３億円、対前年同月比０.７％減となり、２か月振り
に前年を下回った。
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【専門量販店販売額】
家電大型専門店、ドラッグストア、ホームセンター販売額は、平成２６年１月分から「専門量販店

販売統計」として開始された統計です。家電大型専門店は比較的高額な耐久財を扱っていたり、
ドラッグストアやホームセンターは家庭用品や日用雑貨等多品目を扱っていたりと消費者の生活
に合わせた商品を販売しているため、消費動向をみる上で注目される指標となってきています。

（資料 経済産業省）

（資料 経済産業省）

（資料 経済産業省）



　乗用車新規登録台数(８月)は３,５５３台、対前年同月比９.０％減となり

１５か月連続で前年を下回っている。

　内訳をみると、全車種で前年を下回った。
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【乗用車新規登録台数】
乗用車の購入により、運輸支局及び軽自動車検査協会に登録された台数です。耐久消費

財の販売動向を消費側からとらえた統計です。自動車を購入した際には必ず登録をするた
め網羅性があり、速報性もあります。3月や9月の決算期には台数が多くなるなど、顕著な季
節性があります。

（資料 東北運輸局、全国軽自動車協会連合会）

（資料 東北運輸局、全国軽自動車協会連合会）
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新設住宅着工戸数(７月)は９２６戸、対前年同月比７.９%増となり、

３か月振りに前年を上回った。

（２）　建設需要
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【新設住宅着工戸数】
家やマンションを建てる時に、建築主から都道府県知事にその旨を届けた戸数を集計した

もので、住宅投資の動きを示す代表的な指標です。進捗ベースではなく、着工ベースの指標
のため速報性があります。所得・地価・建築費・金利などに敏感に反応して動きます。また、
政府の景気対策で「住宅ローン減税」のような政策の影響も受けます。

（資料 国土交通省）

（資料 国土交通省）
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公共工事請負金額(８月)は総額約４５６億円、対前年同月比２３.７％増と

なり、２か月連続で前年を上回った。

内訳をみると、国の機関は４か月振りに前年を上回り、地方の機関は２か月連

続で前年を上回っている。
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【公共工事請負額】

国、地方公共団体、独立行政法人等が発注した公共工事のうち、保証事業会社の保証に

よる公共工事について、保証事業会社が請負金額を取りまとめて集計したもので、発注者ご

とに分かります。

（資料 東日本建設業保証株式会社）

（資料 東日本建設業保証株式会社）

8

（請負金額（12か月平均）、百万円）
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　業務用建築物着工工事費(７月)は総額約７０億円、対前年同月比

１７０.２％増となり、５か月連続で前年を上回っている。

- 10 -

【業務用建築予定金額】
建築主が建築物を建築しようとする場合は、その旨を都道府県知事に届けなければならず、

この届出をもとに集計したものが建築物着工統計です。進捗ベースではなく、着工ベースの
指標のため速報性があります。「業務用」とは、全建築物から居住専用と居住産業併用を除
いたもので、企業の設備投資を反映します。

（資料 国土交通省）

（資料 国土交通省）
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.
　鉱工業出荷指数(７月)は季節調整済指数９１.７（速報値）、対前月比３.７％
増となり、２か月連続で前月を上回った。業種別にみると、１９業種のうち、電気機
械工業、輸送機械工業などの７業種で前月を上回った。
　なお、原指数は９２.６（速報値）、対前年同月比０.３％増となり、５か月振りに前年
を上回った。

 鉱工業在庫指数(７月)は季節調整済指数１１４.５（速報値）、対前月比０.１％

増となり、２か月振りに前月を上回った。

　なお、原指数は１１２.２（速報値）、対前年同月比１１.１％増となり、６か月連続で

前年を上回った。
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（３）　生産活動

　鉱工業生産指数(７月)は季節調整済指数９０.２（速報値）、対前月比１.３％
増となり、２か月連続で前月を上回った。業種別にみると、１９業種のうち輸送機械
工業、汎用・生産用・業務用機械工業などの９業種で前月を上回ったものの、化学
工業、金属製品工業などの９業種で前月を下回った。
　なお、原指数は９０.７（速報値）、対前年同月比０.４％減となり、５か月連続で前
年を下回った。

【鉱工業指数】
鉱工業製品の生産量、出荷量、在庫量を基準年を100として（平成27年=100）指数化したも

のです。好況時にはモノがよく売れ、企業が製品を増産するため生産、出荷とも上昇します。
景気が悪化してくるとモノが売れなくなるため出荷の減少、在庫の増加局面を経て生産の減
少に至ります。

（資料 経済産業省、福島県統計課）
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【原指数と季節調整済指数】
鉱工業指数の原指数は、指数作成用データをそのまま指数化したもので、大型連休や決

算期等の季節的要因の影響を受けて、毎年一定の変動を繰り返しています。長期的な動向
をみる場合は、主に原指数の前年同月比が使用されます。

一方、季節調整済指数は、原指数から季節的要因を取り除き、毎月同じ基準で指数の動き
がみられるようになっており、直近の動向をみる場合は、主に季節調整済指数の前月比が使
用されます。

【前月比と前年同月比】
前年の同じ月と比較した増減を示す「前年同月比」は量的水準の変動を示し、前月と比較

した増減を示す「前月比」は直近の変化方向（瞬間風速）を示します。経済統計には季節性を
持つものがあり、単純に前月と比較できない場合があるので、季節調整値で前月比を求める
場合と、季節性のない統計（例：金利等）では季節調整をかけずに前月比をとる場合がありま
す。

鉱工業指数では原指数の前年同月比で１年前の水準との違いをみて、また、季節調整済
指数の前月比で直近の動きをみるというように複合的に利用します。

（資料 福島県統計課）
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（資料 経済産業省、福島県統計課）



（4）　雇用・労働

　新規求人倍率(７月)は２.２３（季節調整値）、前月から０.０９ポイント増加し、
３か月連続で前月を上回っている。
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　有効求人倍率(７月)は１.４０倍（季節調整値）、前月から０.０１ポイント増加
し、２か月振りに前月を上回っている。
　なお、有効求人数は３８,９３３人（対前年同月比１１.６％増）となり、１６か月連続
で前年を上回った。有効求職者数は２８,５７０人（同４.３％増）となり、３か月連続
で前年を上回った。

【新規求人倍率と有効求人倍率】
「新規求人」とは、当月受け付けた求人を指し、前月から未充足のまま繰り越された求人と

新規求人を合わせたものを「有効求人」といいます。同様に、「新規求職」は当月受け付けた
求職をいい、「有効求職」は前月から繰り越された求職と新規求職の合計です。有効求人倍
率が低いと求職者の割には求人数が少なく雇用情勢が悪化しており、反対に倍率が高いと
雇用情勢が良いことを示します。雇用情勢の最新の動きをみるには新規求人倍率をみます。
なお、求人倍率は、求人数÷求職者数となりますが、通常公表されている求人倍率は季節調
整値のため一致しません。

（資料 厚生労働省、厚生労働省「福島労働局」）

（資料 厚生労働省「福島労働局」）
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現金給与総額指数（名目）(６月)は１４１.９(事業所規模５人以上)、対前年
同月比６.９％増となり、７か月連続で前年を上回っている。

雇用保険(基本手当基本分)受給者実人員(７月)は６,７８３人、対前年
同月比４.１％減となり、１８か月連続で前年を下回っている。
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【現金給与総額指数】
現金給与総額とは、賃金、給与、手当、賞与など労働の対価として使用者が労働者に支

払った給与すべてを合計したもので、所得税、社会保険料等を差し引く前の金額です。これ
を基準年を100として（現在は令和2年=100）指数化したものです。一般に、賞与のある6、7月や
12月は指数が高くなる季節性があるため、前年同月比でみることが必要です。

【雇用保険受給者実人員】
雇用保険の被保険者が離職後、再就職先が見つからないために失業等給付を受け取って

いる人の数です。失業動向を示すもので、受給者の増加は雇用情勢の悪化を示します。景
気の動きと逆に動きます。

（資料 厚生労働省、福島県統計課）
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　所定外労働時間指数（６月）は１１６.０、対前年同月比６.７％増となり、
１５か月連続で前年を上回っている。
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　常用雇用指数（６月）は９９.４、対前年同月比１.３％増となり、
３か月連続で前年を上回っている。

【所定外労働時間指数】
所定外労働時間とは、残業や早出・休日出勤などのことです。これを基準年を100として（現

在は令和2年=100）指数化したものです。景気が良くなると、生産活動が活発化し、残業時間の
増加で対応することから、景気に敏感に反応します。

【常用雇用指数】
常用雇用者とは、事業所に雇われている人の数で、一般労働者のほかパートタイム労働者

を含み、基準年を100として（現在は令和2年=100）指数化したものです。求人や求職のような希
望の数を表すものと違って、実際に雇われている雇用情勢の実態を表します。

（資料 厚生労働省、福島県統計課）

（資料 厚生労働省、福島県統計課）

< 毎月勤労統計（常用労働者）…次のいずれかに該当する者 >

① 期間を定めずに、又は１か月を超える期間を定めて雇われている

② 日々又は１か月以内の期間を定めて雇われている者のうち、調査期間の前2か月にそれぞれ18日以上雇い入れられた者
< 雇用保険の適用条件 >
①１週間の所定労働時間が20時間以上 ②３１日以上の雇用見込みがある

（前年同月比、％）
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国内企業物価指数(８月)は１１５.１（速報値）、対前年同月比９.０％増とな
り、１８か月連続で前年を上回っている。
　なお、対前月比は０.２％増となっている。

（５）　物価
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　福島市消費者物価指数(総合)(８月)は１０２.４、対前年同月比３.３％増とな

り、１０か月連続で前年を上回っている。なお、対前月比は０.３％増となっている。

　生鮮食品を除く総合では１０２.４、対前年同月比は３.１％増となっている。

　また、生鮮食品及びエネルギーを除く総合では１００.４、対前年同月比は１.８％増となっている。

【国内企業物価指数】
出荷や卸売り段階での企業間の取引価格の動きを示す指標で、景気動向に敏感に反応し

ます。景気が過熱してモノの需給が引き締まると、企業物価は上昇します。逆に不況期には
下落します。日本は原材料を多く輸入に依存しているため、海外市況や為替相場に左右さ
れやすい側面もあります。

【消費者物価指数】
消費者が平均的に購入する商品やサービスを基準年を100（令和2年=100）とし、物価がどの

ように変化しているかを指数化したものです。また、生鮮食品は天候などの要因によって価
格が大幅に変動するため、他の商品やサービスの価格動向が見えにくくなるため「生鮮食品
を除く総合」でみることもあります。また、税制や社会保障制度の変更や原油等のエネルギー
価格の動向が影響を及ぼすこともあります。

（資料 日本銀行）

（資料 総務省統計局）
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　 預金残高(７月)は総額１０兆３,５２３億円、対前年同月比０.８％増となり、

令和元年６月以降、前年を上回る動きが続いている。

（６）　企業・金融

 　企業倒産(８月)は、件数が５件、対前年同月比０.０％となった。
　 また、負債総額は９億４,６００万円、対前年同月比２９０.９％増となり、２か月振り
に前年を上回った。
　 倒産件数を業種別にみると、建設業が２件、不動産業が１件、運輸業が１件、
サービス業他が１件となっている。

- 17 -

【企業倒産】
法的な定義はなく、官庁統計に集計したものはありません。民間信用調査機関ごとに定義

を設けて集計しています。「法的整理（破産や会社更生手続、民事再生手続等）」と「任意整理
（銀行取引停止処分、内整理）」の大きく２つに分けることができます。

【預金残高】
預金残高の増減は金融機関の信用力と関係し、経営破綻が相次いで信用不安が起きれ

ば、預金が流出します。法人預金は売上げ低迷による余資の減少や、預貸相殺の動きが続
くと減少し、個人預金は収入が落ち込むと減少します（増加する場合は、前文と逆のことが言
えます）。

（資料 日本銀行、日本銀行福島支店）

（資料 東京商工リサーチ）
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　貸出残高(７月)は総額４兆７,７４８億円、対前年同月比１.７％増となり、

平成２５年６月以降、前年を上回る動きが続いている。

　貸出約定平均金利(７月)は、０.７１４％、対前月差０.００８ポイント下降し、
５か月連続で前月を下回った。
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【貸出残高】
景気拡大期には企業が設備投資を増やし、資金需要が拡大するため貸出残高は増加しま

す。法人向けは企業が新規借入よりも債務の返済を優先させたり、金融機関が不良債権処
理を優先させたりすると、貸出は減少します。個人向けは住宅ローン等が堅調だと増加しま
す。

【貸出約定平均金利】
金融機関が過去に貸し出しを行った際の貸出金利を現在の貸出残高で加重平均したもの

で、銀行融資の金利を示す指標です。

（資料 日本銀行、日本銀行福島支店）

（資料 日本銀行、日本銀行福島支店）
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（７）　市場

　日経平均株価(８月)は２８,３５１円６７銭（期中平均値）、前月より１，３６４円９

３銭高となり、３か月連続で前月を上回っている。

　円相場(８月)は１３５円２４銭（期中平均値）、前月より１円３９銭円高となって
いる。
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【日経平均株価】
日本経済新聞社が東京証券取引所のプライム市場上場銘柄から市場流動性の高い銘柄

を中心に選定した225銘柄（定期的に入れ替え）を対象に平均金額を算出したもので、株式
市場全体の株価水準を示す代表的な指標です。株価が上昇すると、企業資産の含み益が
増え、企業活動に好影響を与えます。また、株式取引に直接参加していない経営者にも心
理的に大きな影響を与えるため、景気の先行指標といわれます。

【円相場】
円とドルの交換比率（対ドルの為替レート）です。為替レートは商品の値段を決めるときと同様

に需給バランスで決まります。その通貨を必要とする人が増えれば値上がりしますし、減れば
値下がりします。為替レートの変動は、外国貿易を行っている企業に直接的な影響を及ぼし、
「円高」では輸出業者が損をして輸入業者が得をしますし、「円安」の場合は逆になります。ま
た、円高になると輸入品価格が低下し、物価下落の要因となる。一方、輸出価格が上昇し、
国際競争力を低下させます。円相場は、日本経済全体に多大な影響を与えるため、政府・
日銀が介入する場合もあります。

（資料 日経平均プロフィル）

（資料 日本銀行）
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３　主要経済指標
個人消費

福島県 福島県 全　国 全　国

全店舗 既存店 全店舗 既存店

（百万円） （百万円） （億円） （億円） （百万円） （億円） （百万円） （億円） （百万円） （億円）

250,945 - 193,962 - 210,407 121,841 50,589 45,454 95,058 68,356

276,148 - 195,050 - 204,700 116,423 54,311 47,928 106,420 72,841

277,952 - 199,071 - 202,697 117,601 52,842 46,867 109,975 73,066

3年 Ⅱ 67,918 - 47,356 - 50,266 29,083 12,557 11,153 27,561 18,349

Ⅲ 69,401 - 48,779 - 52,855 30,648 13,060 11,670 29,092 18,801

Ⅳ 73,424 - 54,988 - 50,924 30,095 12,719 11,818 27,291 18,571

4年 Ⅰ 68,328 - 48,856 - 48,237 28,218 13,440 12,238 27,320 18,202

Ⅱ 70,384 - 49,786 - 51,121 30,093 11,874 11,209 28,321 18,851

3年 4月 21,799 - 15,525 - 16,558 9,618 3,989 3,529 8,876 6,002

3年 5月 23,551 - 15,410 - 16,905 9,734 4,316 3,830 9,105 6,178

6月 22,567 - 16,421 - 16,803 9,731 4,252 3,795 9,580 6,170

7月 23,387 - 17,137 - 18,061 10,484 5,088 4,422 9,610 6,334

8月 24,013 - 16,078 - 17,712 10,191 4,239 3,697 10,066 6,436

9月 22,001 - 15,564 - 17,082 9,973 3,733 3,551 9,416 6,032

10月 22,716 - 16,518 - 16,769 9,927 3,874 3,511 9,031 6,081

11月 22,300 - 17,078 - 16,289 9,572 3,807 3,579 9,009 5,909

12月 28,408 - 21,392 - 17,866 10,596 5,038 4,728 9,251 6,581

4年 1月 23,518 - 16,767 - 16,368 9,537 5,127 4,235 9,404 6,175

2月 21,380 - 15,036 - 14,989 8,721 3,647 3,466 9,077 5,802

3月 23,430 - 17,053 - 16,880 9,960 4,666 4,536 8,839 6,225

4月 22,288 - 16,242 - 16,750 9,873 3,707 3,578 9,331 6,189

5月 23,379 - 16,809 - 17,246 10,078 3,941 3,704 9,338 6,284

6月 22,458 - 16,735 - 17,125 10,141 4,226 3,927 9,652 6,378

7月 23,720 - 17,704 - 18,629 10,844 4,763 4,276 10,021 6,764

8月 - - - - - - - - - -

0.5△        2.0△        1.1△        1.3△        1.4 1.7 4.4 3.5 7.6 5.6

0.9 0.9 5.4△        6.6△        2.7△        4.4△        7.4 5.1 12.0 6.6

0.9△        0.6△        0.9 0.6 1.0△        1.3 2.7△        2.3△        3.3 0.3

3年 Ⅱ 1.9△        0.2 5.8 5.7 1.1 5.0 5.7△        3.8△        2.2 0.2△        

Ⅲ 1.4△        1.1△        1.4△        1.6△        1.3△        2.0 5.5△        8.5△        5.0 1.9

Ⅳ 1.1 1.3△        1.6 1.3 1.5△        0.9 7.9△        6.2△        5.2 2.2

4年 Ⅰ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.9△        1.8 7.3△        0.1 5.0 4.9

Ⅱ 0.0 0.0 0.0 0.0 1.7 3.5 5.4△        0.5 2.8 2.7

3年 4月 1.1△        0.6 15.7 15.5 4.3 8.2 14.7 14.8 1.6△        3.0△        

3年 5月 0.2 1.3 6.0 5.7 1.0 5.3 2.7△        0.9 3.7 1.8

6月 4.6△        1.3△        2.2△        2.3△        1.8△        1.7 21.3△       19.7△       4.5 0.8

7月 0.8△        0.8 1.3 1.3 2.8 6.1 5.0 2.9△        7.0 2.1

8月 4.7△        3.1△        4.8△        4.7△        5.2△        1.2△        16.6△       18.3△       3.3 0.4

9月 1.7 0.8△        0.7△        1.3△        1.4△        1.1 3.9△        3.3△        4.8 3.2

10月 2.4 0.9△        1.3 0.9 1.9△        0.2△        0.0 1.9 6.0 4.6

11月 0.5 1.5△        1.8 1.5 2.5△        1.0△        13.3△       10.6△       4.3 1.1

12月 0.6 1.4△        1.7 1.4 0.1△        3.8 9.1△        8.3△        5.3 1.2

4年 1月 1.6 0.1 3.0 2.6 1.0 2.9 3.5△        1.7△        4.2 5.7

2月 1.7 0.4 0.5 0.1 2.9△        0.6 12.3△       0.8△        7.9 4.5

3月 1.7 2.3△        2.1 1.5 0.7△        1.7 7.3△        2.6 2.9 4.6

4月 2.2 1.6△        4.6 4.0 1.2 2.7 7.1△        1.4 5.1 3.1

5月 0.7△        3.5△        9.1 8.5 2.0 3.5 8.7△        3.3△        2.6 1.7

6月 0.5△        3.2△        1.9 1.3 1.9 4.2 0.6△        3.5 0.8 3.4

7月 1.4 0.6 3.3 2.8 3.1 3.4 6.4△        3.3△        4.3 6.8

8月 - - - - - - - - - -

旧大型小売店販売額

経済産業省｢商業動態統計｣

※四半期値のⅠ期は１～３月期、Ⅱ期は４～６月期、Ⅲ期は７～9月期、Ⅳ期は10～12月期を表す。

出所

資料

全　国

令和1年　

2年　

令和3年　

備考

福島県 全　国福島県 全　国年月

対前年同月（期）比（％）

区分
1 百貨店・スーパー販売額 3　家電量販店販売額

2　コンビニエンスストア
販売額

4　ドラッグストア販売額

令和1年　

福島県

2年　

令和3年　
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3年 Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

4年 Ⅰ

Ⅱ

3年 4月

3年 5月

6月

7月

8月

9月

10月

11月

12月

4年 1月

2月

3月

4月

5月

6月

7月

8月

3年 Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

4年 Ⅰ

Ⅱ

3年 4月

3年 5月

6月

7月

8月

9月

10月

11月

12月

4年 1月

2月

3月

4月

5月

6月

7月

8月

出所

資料

令和1年　

2年　

令和3年　

備考

年月

区分

令和1年　

2年　

令和3年　

個人消費 建設需要

（百万円） （億円） （台） （千台） （戸） （戸） （百万円） （億円） （百万円） （億円）

67,990 32,748 70,688 4,296 11,043 905,123 637,005 150,255 123,530 95,684

73,829 34,964 60,941 3,804 9,868 815,340 962,898 153,658 139,909 86,878

72,179 33,905 56,631 3,670 9,791 856,484 437,764 140,503 87,837 97,489

19,569 9,089 12,739 845 2,539 221,011 170,347 51,582 20,332 26,077

17,639 8,365 12,569 829 2,607 224,663 124,928 38,156 15,740 20,713

18,957 8,807 12,217 801 2,550 219,811 79,646 25,160 29,750 28,584

16,116 7,422 15,538 987 2,332 200,424 62,839 25,605 41,512 20,505

19,454 8,898 11,224 723 2,256 218,083 162,120 49,296 31,551 28,669

6,593 3,033 4,480 288 852 74,521 58,644 20,940 7,672 7,545

6,903 3,226 3,967 261 734 70,178 54,985 14,133 5,168 10,284

6,073 2,830 4,292 296 953 76,312 56,718 16,508 7,492 8,249

6,308 2,940 4,744 309 858 77,182 45,291 13,898 2,568 7,302

5,991 2,772 3,903 263 978 74,303 36,882 11,575 6,136 6,795

5,340 2,654 3,922 257 771 73,178 42,755 12,682 7,037 6,617

5,898 2,797 3,581 230 914 78,004 34,415 10,767 8,576 12,340

5,697 2,708 4,676 291 784 73,414 25,667 7,534 5,219 6,602

7,362 3,302 3,960 280 852 68,393 19,564 6,859 15,955 9,642

5,644 2,505 4,200 272 817 59,690 13,714 5,209 16,240 6,381

4,650 2,246 4,454 289 706 64,614 10,427 5,897 5,847 7,293

5,822 2,671 6,884 426 809 76,120 38,698 14,499 19,426 6,830

6,637 2,986 3,836 244 865 76,294 73,594 20,105 12,774 10,060

6,732 3,101 3,367 211 610 67,193 39,076 12,672 6,804 9,029

6,085 2,811 4,021 268 781 74,596 49,450 16,519 11,974 9,579

6,261 2,874 4,437 288 926 72,981 47,015 12,924 6,938 11,110

- - 3,553 234 - - 45,622 11,562 - -

対前年同月（期）比（％）

0.3 0.3△        1.4 2.0△        13.5△       4.0△        0.5△        6.8 19.8△     1.9△        

8.6 6.8 13.8△       11.5△       10.6△       9.9△        51.2 2.3 13.3 9.2△        

2.2△        3.0△        7.1△        3.5△        0.8△        5.0 54.5△       8.6△        37.2△     12.2

6.5△        4.5△        15.7 25.0 6.1 8.1 19.8△       2.2△        47.3△     17.9

3.3△        6.8△        21.1△       16.4△       10.9 7.2 58.3△       12.0△       52.3△     20.6△      

1.7△        2.9△        19.0△       19.1△       1.6 6.1 67.4△       15.0△       7.2 38.0

0.6 2.9△        18.7△       17.4△       11.3 4.9 69.6△       8.5△        88.6 28.3△      

0.6△        2.1△        11.9△       14.5△       11.1△       1.3△        4.8△        4.4△        55.2 39.8

0.1 1.6 22.3 31.6 6.2△        7.1 21.2△       9.2△        60.1△     4.2△        

9.3△        4.8△        47.3 50.0 53.6 9.9 21.7△       6.3 54.3△     20.5

9.8△        10.1△       7.8△        4.5 5.4△        7.3 16.2△       0.7 6.6△       7.8

1.9 2.4△        11.4△       6.5△        1.1 9.9 28.0△       9.9△        59.0△     11.3

10.2△       14.0△       8.8△        2.5△        32.2 7.5 67.0△       11.0△       35.7△     9.0

0.9△        3.2△        37.7△       34.3△       1.2 4.3 65.8△       15.1△       59.1△     9.9△        

0.6 0.0 31.8△       32.3△       2.6 10.4 73.3△       19.8△       6.6△       78.7

4.1△        4.0△        10.4△       13.5△       0.9 3.7 69.7△       14.5△       16.0△     2.6

1.7△        4.3△        14.1△       11.0△       1.1 4.2 36.7△       6.6△        29.1 22.4

2.8 2.6△        15.1△       16.0△       41.3 2.1 77.6△       17.7△       150.9 9.8△        

3.6△        4.1△        19.2△       19.9△       19.5△       6.3 76.4△       9.1△        38.3△     6.6△        

2.2 2.2△        20.4△       16.4△       26.4 6.0 61.7△       4.3△        220.6 5.5△        

0.7 1.5△        14.4△       15.3△       1.5 2.4 25.5 4.0△        66.5 33.3

2.5△        3.9△        15.1△       19.1△       16.9△       4.3△        28.9△       10.3△       31.6 12.2△      

0.2 0.7△        6.3△        9.7△        18.0△       2.2△        12.8△       0.1 59.8 16.1

0.7△        2.2△        6.5△        6.9△        7.9 5.4△        3.8 7.0△        170.2 52.2

- - 9.0△        11.2△       - - 23.7 0.1△        - -

乗用車、軽自動車の計 持家、貸家、給与住宅、分譲 年表示は、年度ベース

住宅の計 国の機関と地方の機関の計

経済産業省｢商業動態統計｣
東北運輸局
全国軽自動車販売連合会　資料 国土交通省「住宅着工統計」

東日本建設保証㈱「公共工事前払
金保証統計」

国土交通省「建築着工統計」

対前年同月（期）比（％）

全建築物から居住専用住宅、居住
産業併用住宅を除いたもの

福島県 福島県 全　国福島県 全　国 福島県 全　国 福島県 全　国

6　乗用車新規登録台数 7 新設住宅着工戸数 8 公共工事請負金額
 　9業務用建築物
    着工工事費

5　ホームセンター販売額

全　国
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3年 Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

4年 Ⅰ

Ⅱ

3年 4月
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Ⅲ

Ⅳ

4年 Ⅰ

Ⅱ

3年 4月

3年 5月

6月

7月

8月

9月

10月

11月

12月

4年 1月

2月

3月

4月

5月

6月

7月

8月

出所

資料

令和1年　

2年　

令和3年　

備考

年月

区分

令和1年　

2年　

令和3年　

生産活動

福島県 全国 福島県 全　国 福島県 全国 福島県 全　国 福島県 全国 福島県 全　国

季調値 季調値 原指数 原指数 季調値 季調値 原指数 原指数 季調値 季調値 原指数 原指数

- - 94.5 101.1 - - 97.1 100.2 - - 116.6 103.6

- - 85.4 90.6 - - 86.9 89.6 - - 114.8 100.6

- - 88.3 95.7 - - 88.2 93.7 - - 105.8 96.2

88.8 96.5 86.0 95.6 89.6 95.3 86.3 92.6 104.3 94.9 102.0 95.1

90.7 94.7 88.1 93.2 90.0 92.2 88.0 90.9 104.4 96.2 103.6 96.7

88.7 94.9 91.7 97.6 87.5 92.4 90.3 95.7 107.8 99.4 107.0 98.8

84.1 95.7 86.1 95.8 85.3 92.9 87.4 93.8 107.6 100.4 111.8 100.2

87.5 93.1 84.8 92.1 87.3 92.0 84.1 89.3 115.5 98.6 113.0 98.9

88.1 98.4 85.7 98.6 89.0 96.0 86.8 95.3 109.8 94.7 105.7 93.5

87.7 92.3 80.3 86.5 88.1 93.5 79.0 83.9 103.3 94.2 101.4 95.5

90.5 98.9 92.0 101.6 91.6 96.5 93.1 98.6 99.9 95.7 98.9 96.3

90.7 98.1 91.1 100.0 90.9 96.1 92.3 97.2 103.1 95.4 101.0 96.5

90.9 96.2 80.6 86.5 89.7 93.6 80.4 84.9 104.1 95.3 104.0 96.4

90.6 89.9 92.5 93.0 89.4 86.9 91.2 90.7 106.1 97.9 105.7 97.1

88.7 91.8 89.8 92.8 87.4 89.1 88.6 90.1 107.6 98.4 105.8 98.1

89.7 96.4 91.8 99.9 89.0 93.9 91.3 97.1 107.2 99.8 104.8 100.6

87.7 96.6 93.5 100.0 86.1 94.1 90.9 99.8 108.7 99.9 110.4 97.8

84.7 94.3 82.4 87.7 86.2 92.7 82.0 85.8 106.7 99.2 111.7 100.9

85.0 96.2 82.3 92.5 86.5 92.7 83.0 89.6 110.4 101.3 114.8 102.0

82.7 96.5 93.5 107.1 83.1 93.2 97.1 106.0 105.7 100.7 108.9 97.7

88.0 95.1 84.3 93.8 87.8 93.0 84.2 90.9 115.9 98.6 111.5 97.3

85.6 88.0 79.5 83.8 85.7 89.2 78.2 81.3 116.3 97.7 114.2 99.1

89.0 96.1 90.5 98.8 88.4 93.7 89.9 95.7 114.4 99.6 113.2 100.3

90.2 96.9 90.7 98.0 91.7 94.8 92.6 95.2 114.5 100.2 112.2 101.4

- - - - - - - - - - - -

- - 4.9△    3.0△    - - 6.1△    2.7△    - - 18.1 1.6

- - 9.6△    10.4△  - - 10.5△   10.6△  - - 1.5△    2.9△    

- - 3.4 5.6 - - 1.5 4.6 - - 7.8△    4.4△    

4.2 0.2 11.1 19.8 4.1 0.8 10.5 18.6 2.2△    0.3 11.1△   8.0△    

2.1 1.9△    11.1 5.4 0.4 3.3△    6.5 3.9 0.1 1.4 8.2△    2.7△    

2.2△    0.2 2.5 0.9 2.8△    0.2 0.4△    0.0 3.3 3.3 5.4△    4.1

5.2△    0.8 1.5△    0.6△    2.5△    0.5 1.1△    1.8△    0.2△    1.0 0.9 6.1

4.0 2.7△    1.4△    3.7△    2.3 1.0△    2.5△    3.6△    7.3 1.8△    10.8 4.0

1.5 1.1 3.9 15.6 3.0 1.3 2.6 15.8 8.3 0.2 4.8△    9.9△    

0.5△    6.2△    11.8 21.0 1.0△    2.6△    11.4 21.2 5.9△    0.5△    12.3△   8.9△    

3.2 7.2 17.9 22.9 4.0 3.2 18.0 18.9 3.3△    1.6 16.0△   5.1△    

0.2 0.8△    9.9 11.1 0.8△    0.4△    5.8 10.7 3.2 0.3△    9.7△    4.7△    

0.2 1.9△    15.1 8.4 1.3△    2.6△    9.4 6.7 1.0 0.1△    9.0△    3.8△    

0.3△    6.5△    9.0 2.5△    0.3△    7.2△    4.6 4.6△    1.9 2.7 6.0△    0.4

2.1△    2.1 1.8△    4.3△    2.2△    2.5 3.1△    5.9△    1.4 0.5 5.8△    2.1

1.1 5.0 5.6 4.8 1.8 5.4 3.5 3.3 0.4△    1.4 7.8△    5.5

2.2△    0.2 3.5 2.2 3.3△    0.2 1.6△    2.5 1.4 0.1 2.6△    4.9

3.4△    2.4△    1.7△    0.8△    0.1 1.5△    1.9△    1.3△    1.8△    0.7△    4.8△    4.7

0.4 2.0 4.7 0.5 0.3 0.0 4.4 1.5△    3.5 2.1 3.8 7.1

2.7△    0.3 6.3△    1.7△    3.9△    0.5 4.9△    2.4△    4.3△    0.6△    4.2 6.8

6.4 1.5△    1.6△    4.9△    5.7 0.2△    3.0△    4.6△    9.6 2.1△    5.5 4.1

2.7△    7.5△    1.0△    3.1△    2.4△    4.1△    1.0△    3.1△    0.3 0.9△    12.6 3.8

4.0 9.2 1.6△    2.8△    3.2 5.0 3.4△    2.9△    1.6△    1.9 14.5 4.2

1.3 0.8 0.4△    2.0△    3.7 1.2 0.3 2.1△    0.1 0.6 11.1 5.1

- - - - - - - - - - - -

福島県：平成27年＝100 福島県：平成27年＝100 福島県：平成27年＝100

福島県統計課「福島県鉱工業指数月報」

経済産業省「鉱工業指数」

全国：平成27年＝100 全国：平成27年＝100

対前月（期）比

全国：平成27年＝100

対前月（期）比 対前年同月（期）比（％）対前月（期）比 対前年同月（期）比（％）

12 鉱工業在庫指数

対前年同月（期）比（％）

10 鉱工業生産指数 11 鉱工業出荷指数
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3年 Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

4年 Ⅰ

Ⅱ

3年 4月

3年 5月

6月

7月

8月

9月

10月

11月

12月

4年 1月

2月

3月

4月

5月

6月

7月

8月

3年 Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

4年 Ⅰ

Ⅱ

3年 4月

3年 5月

6月

7月

8月

9月

10月

11月

12月

4年 1月

2月

3月

4月

5月

6月

7月

8月

出所

資料

令和1年　

2年　

令和3年　

備考

年月

区分

令和1年　

2年　

令和3年　

雇用・労働

（倍） （倍） （倍） （倍） （人） （千人） （人） （千人） （人） （千人）

2.04 2.42 1.51 1.60 41,547 2,737 27,490 1,710 5,717 382,429

1.85 1.95 1.25 1.18 34,883 2,161 27,812 1,828 7,300 456,759

1.95 2.02 1.28 1.13 35,954 2,196 28,134 1,949 6,468 449,342

1.89 2.00 1.26 1.10 35,033 2,128 30,096 2,045 6,430 448,220

2.01 2.02 1.31 1.15 35,041 2,160 27,300 1,921 7,069 480,864

2.15 2.17 1.32 1.15 37,833 2,320 27,061 1,921 6,263 424,645

2.05 2.18 1.39 1.21 40,247 2,456 27,911 1,937 5,855 383,457

2.09 2.23 1.39 1.25 38,887 2,421 30,248 2,065 6,154 392,364

1.77 1.82 1.24 1.09 35,849 2,167 31,046 2,091 6,100 434,243

1.89 2.09 1.25 1.09 34,367 2,098 30,222 2,047 6,047 432,845

2.01 2.08 1.28 1.13 34,882 2,119 29,020 1,996 7,143 477,573

2.25 1.98 1.32 1.15 34,885 2,121 27,383 1,916 7,071 485,281

1.69 1.97 1.30 1.14 34,432 2,158 27,089 1,918 7,282 490,102

2.09 2.10 1.31 1.16 35,805 2,202 27,427 1,929 6,854 467,208

2.13 2.08 1.30 1.15 36,880 2,278 27,793 1,956 6,484 438,582

1.87 2.13 1.32 1.15 37,780 2,335 27,335 1,940 6,120 426,570

2.45 2.30 1.35 1.16 38,838 2,347 26,054 1,867 6,185 408,782

2.10 2.16 1.38 1.20 39,621 2,407 26,699 1,892 6,042 396,398

1.94 2.21 1.41 1.21 40,643 2,453 27,574 1,920 5,681 376,271

2.11 2.16 1.38 1.22 40,477 2,507 29,459 1,999 5,843 377,701

2.04 2.19 1.38 1.23 38,984 2,422 30,367 2,070 5,749 365,713

2.09 2.27 1.40 1.24 38,636 2,402 30,493 2,082 5,942 386,617

2.14 2.24 1.39 1.27 39,042 2,439 29,884 2,041 6,771 424,762

2.23 2.40 1.40 1.29 38,933 2,436 28,570 1,938 6,783 438,879

- - - - - - - - - -

対前月（期）（ポイント） 対前年同月（期）比（％）

0.01 0.03 0.00 0.01△      1.9△        1.6△        2.0△        0.8△        3.4△        2.4

0.19△       0.47△      0.26△       0.42△      16.0△       21.0△      1.2 6.9 27.7 19.4

0.10 0.07 0.03 0.05△      3.1 1.6 1.2 6.6 11.4△      1.6△        

0.00 0.03 0.03 0.00 9.6 5.3 9.0 14.1 7.4△        8.7

0.12 0.02 0.05 0.05 7.2 9.2 3.7△        0.8 18.7△      12.2△       

0.14 0.15 0.01 0.00 8.2 10.3 2.7△        0.2△        15.0△      14.9△       

0.10△       0.01 0.07 0.06 12.1 12.9 0.6△        1.5 4.2△        13.6△       

0.04 0.05 0.00 0.04 11.0 13.8 0.5 1.0 4.3△        12.5△       

0.10△       0.17△      0.01△       0.01△      3.3 1.4△        9.4 17.5 1.1△        23.6

0.12 0.27 0.01 0.00 13.5 8.2 12.5 16.2 4.5△        8.4

0.12 0.01△      0.03 0.04 12.7 9.8 5.3 8.8 14.3△      1.8△        

0.24 0.10△      0.04 0.02 10.0 8.3 1.8△        2.5 20.5△      9.0△        

0.56△       0.01△      0.02△       0.01△      5.2 9.7 3.9△        0.7 16.7△      11.6△       

0.40 0.13 0.01 0.02 6.4 9.6 5.3△        0.7△        18.8△      16.0△       

0.04 0.02△      0.01△       0.01△      4.8 8.6 4.9△        1.6△        19.2△      18.1△       

0.26△       0.05 0.02 0.00 8.3 10.3 2.0△        0.2 14.0△      13.2△       

0.58 0.17 0.03 0.01 11.4 12.0 1.1△        0.9 11.1△      13.0△       

0.35△       0.14△      0.03 0.04 14.8 14.0 0.5 2.8 5.5△        11.6△       

0.16△       0.05 0.03 0.01 13.4 13.0 0.2 1.7 3.4△        13.9△       

0.17 0.05△      0.03△       0.01 8.2 11.7 2.3△        0.2 3.5△        15.2△       

0.07△       0.03 0.00 0.01 8.7 11.8 2.2△        1.0△        5.8△        15.8△       

0.05 0.08 0.02 0.01 12.4 14.5 0.9 1.7 1.7△        10.7△       

0.05 0.03△      0.01△       0.03 11.9 15.1 3.0 2.3 5.2△        11.1△       

0.09 0.16 0.01 0.02 11.6 14.8 4.3 1.2 4.1△        9.6△        

- - - - - - - - - -

学卒を除きパートを含む。

新規、有効求人倍率の年値は原数値、各月の値は季節調整値　四半期値は各期ごとの平均 四半期値は各期ごとの平均

福島労働局職業安定部「最近の雇用失業情勢について」、「雇用失業情勢」

全　国福島県 全　国 福島県 全　国 福島県 全　国 福島県 全　国 福島県

13 新規求人倍率 14 有効求人倍率 15 有効求人数 16 有効求職者数
   17 雇用保険受給者
       実人員

対前年同月（期）比（％）
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3年 Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

4年 Ⅰ

Ⅱ

3年 4月

3年 5月

6月

7月

8月

9月

10月

11月

12月

4年 1月

2月

3月

4月

5月

6月

7月

8月

3年 Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

4年 Ⅰ

Ⅱ

3年 4月

3年 5月

6月

7月

8月

9月

10月

11月

12月

4年 1月

2月

3月

4月

5月

6月

7月

8月

出所

資料

令和1年　

2年　

令和3年　

備考

年月

区分

令和1年　

2年　

令和3年　

雇用・労働 物価

22 国内企業
物価指数

（％） （％）

103.4 101.2 117.9 115.1 99.6 99.0 25.0 31.5 101.2

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 24.9 31.1 100.0

100.6 100.3 108.5 105.2 98.4 101.1 24.9 31.3 104.6

102.7 104.3 108.6 104.6 98.3 101.2 25.1 30.8 103.6

97.0 95.9 106.1 102.7 98.2 101.4 24.4 31.3 105.7

114.0 115.1 114.6 110.0 98.4 101.7 24.9 31.8 108.2

94.9 87.2 114.2 107.9 97.5 100.8 26.1 31.4 110.4

107.2 105.9 117.4 110.1 98.9 102.0 26.1 31.3 113.4

89.0 87.6 112.8 110.0 98.5 101.1 25.1 30.7  103.0

86.4 86.1 104.4 100.2 98.3 101.2 25.4 30.8  103.6

132.8 139.1 108.7 103.5 98.1 101.3 24.7 30.9  104.3

114.4 116.6 110.7 106.7 98.2 101.5 24.2 31.2  105.4

90.8 86.3 99.0 99.1 98.3 101.4 24.5 31.3  105.6

85.8 84.8 108.7 102.4 98.1 101.3 24.4 31.3  106.0

85.5 85.2 111.8 106.7 98.0 101.6 24.7 31.6  107.7

88.4 88.8 116.0 111.1 98.7 101.7 25.0 31.8  108.4

168.1 171.4 116.0 112.2 98.5 101.8 25.1 31.9  108.4

91.6 86.3 110.6 104.3 98.1 101.1 26.1 31.4  109.4

88.6 84.5 111.7 106.5 97.3 100.8 26.0 31.4  110.3

104.4 90.7 120.2 113.0 97.0 100.4 26.3 31.3  111.4

91.6 88.7 123.4 116.3 98.7 101.6 26.4 31.2  113.1

88.0 87.0 112.8 105.4 98.7 101.9 25.9 31.2  113.1

141.9 141.9 116.0 108.7 99.4 102.4 26.0 31.5  114.1

- - - - - - - -  114.9

- - - - - - - -  115.1

対前年同月（期）比（％）

2.4 0.4△      6.6△      1.9△      1.7 2.0 0.9 0.6 0.2

3.3△      1.2△      15.1△     13.2△    0.5 1.0 0.1△      0.4△      1.2△        

0.6 0.3 8.4 5.1 1.6△      1.2 0.0 0.2 4.6

2.5 1.0 16.8 19.1 1.2△      1.5 0.0 0.4△      4.5

0.9△      0.5 17.3 7.2 1.7△      1.3 0.7△      0.5 5.9

0.1△      0.1 11.7 4.2 1.7△      1.1 0.5 0.5 8.6

7.2 1.4 9.0 4.3 1.1△      0.5 1.2 0.4△      9.3

4.3 1.5 8.1 5.3 0.6 0.8 0.0 0.1△      9.5

0.7 1.4 3.8 12.2 1.7△      1.2 0.2△      0.5△       3.8

1.8 1.9 24.0 27.6 0.7△      1.8 0.3 0.1  5.0

4.3 0.1 26.0 18.8 1.4△      1.6 0.7△      0.1  5.0

4.2△      0.6 20.8 11.4 1.6△      1.5 0.5△      0.3  5.6

1.5 0.6 12.1 7.0 1.7△      1.3 0.3 0.1  5.7

1.1 0.2 18.6 3.4 1.8△      1.2 0.1△      0.0△       6.2

0.4△      0.2 10.5 2.1 2.1△      1.1 0.3 0.3  8.2

0.4△      0.8 13.6 5.1 1.4△      1.2 0.3 0.2  9.1

0.1 0.4△      11.1 5.1 1.5△      1.2 0.1 0.1  8.6

3.6 1.1 14.1 4.1 1.3△      0.6 1.0 0.5△       9.1

2.3 1.2 5.9 5.1 1.3△      0.5 0.1△      0.0△       9.4

15.2 2.0 7.5 3.8 0.6△      0.5 0.3 0.0△       9.4

2.9 1.3 9.4 5.7 0.2 0.5 0.1 0.1△      9.8

1.9 1.0 8.0 5.2 0.4 0.7 0.5△      0.0 9.2

6.9 2.0 6.7 5.0 1.3 1.1 0.1 0.3 9.4

- - - - - - - - 9.0

9.0

全産業５人以上 令和2年＝100

令和2年＝100 総平均

福島県統計課「福島県の賃金、労働時間及び雇用の動き」

厚生労働省「毎月勤労統計」

日本銀行「企業
物価指数」

対前月（期）（ポイント）

福島県 全　国 福島県 全　国 福島県 全　国 福島県 全　国 全　国

   18 現金給与総額
       指数（名目）

    19 所定外労働
        時間指数

20 常用雇用指数
21 パートタイム

労働者比率
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3年 Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

4年 Ⅰ

Ⅱ

3年 4月

3年 5月

6月

7月

8月

9月

10月

11月

12月

4年 1月

2月

3月

4月

5月

6月

7月

8月

3年 Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

4年 Ⅰ

Ⅱ

3年 4月

3年 5月

6月

7月

8月

9月

10月

11月

12月

4年 1月

2月

3月

4月

5月

6月

7月

8月

出所

資料

令和1年　

2年　

令和3年　

備考

年月

区分

令和1年　

2年　

令和3年　

物価 企業・金融

福島市 福島県 全　国 福島県
生鮮食品 生鮮食品

を除く総合 を除く総合

（件） （百万円） （件） （億円） （億円） （億円） （百億円） （百億円）

99.9 100.1 100.0 100.2 76 18,691 8,384 14,255 94,350 44,459 79,957 52,466

100.0 100.0 100.0 100.0 74 8,886 7,773 12,201 100,141 46,630 87,619 55,444

99.5 99.6 99.8 99.8 50 10,884 6,030 11,507 102,557 47,124 90,777 56,114

98.9 99.0 99.3 99.4 12 808 1,490 3,213 102,979 46,804 90,280 55,525

99.4 99.4 99.8 99.8 14 4,161 1,447 2,533 101,954 46,936 90,008 55,667

99.9 99.9 100.0 100.0 15 2,762 1,539 2,858 102,557 47,124 90,777 56,114

100.5 100.4 100.7 100.5 17 2,662 1,504 3,076 103,616 47,701 92,740 56,719

101.8 101.6 101.7 101.6 13 1,950 1,556 14,012 104,048 47,561 93,081 57,225

98.8 98.9 99.1 99.3 0 0 477 841 102,315 46,855 90,378 55,700

99.0 99.2 99.4 99.5 6 400 472 1,687 103,016 46,939 90,806 55,597

99.0 99.0 99.5 99.5 6 408 541 686 102,979 46,804 90,280 55,525

99.3 99.5 99.7 99.8 6 2,945 476 715 102,671 46,930 90,032 55,557

99.1 99.2 99.7 99.8 5 242 466 910 102,528 46,836 90,166 55,495

99.7 99.5 100.1 99.8 3 974 505 909 101,954 46,936 90,008 55,667

99.7 99.6 99.9 99.9 4 197 525 985 101,942 47,009 90,323 55,630

100.0 100.1 100.1 100.1 7 2,062 510 941 101,669 46,879 90,843 55,836

99.9 100.0 100.1 100.0 4 503 504 932 102,557 47,124 90,777 56,114

100.1 100.0 100.3 100.1 6 1,345 452 669 101,624 47,026 90,994 55,977

100.4 100.3 100.7 100.5 4 285 459 710 101,395 47,018 91,211 56,171

101.1 101.0 101.1 100.9 7 1,032 593 1,697 103,616 47,701 92,740 56,719

101.6 101.5 101.5 101.4 2 63 486 813 103,143 47,466 93,188 56,684

101.8 101.6 101.8 101.6 7 557 524 874 103,256 47,599 93,454 56,855

101.9 101.8 101.8 101.7 4 1,330 546 12,326 104,048 47,561 93,081 57,225

102.1 102.2 102.3 102.2 8 2,117 494 846 103,523 47,748 93,193 57,455

102.4 102.4 102.7 102.5 5 946 492 1,114 - - - -

対前年同月（期）比（％）

0.7 0.9 0.5 0.6 2.6△      14.7△      1.8 4.0△      1.7 1.1 2.6 1.8

0.1 0.1△   0.0 0.2△   2.6△      52.5△      7.3△     14.4△     6.1 4.9 9.6 5.7

0.5△   0.4△   0.2△   0.2△   32.4△     22.5 22.4△   5.7△      2.4 1.1 3.6 1.2

1.2△   1.0△   0.7△   0.6△   29.4△     62.5△      18.9△   9.5△      3.0 1.6 4.9 0.2

0.4△   0.2△   0.2△   0.0△   7.7 105.7 28.4△   3.8 2.5 1.3 3.9 0.6

0.3 0.3 0.5 0.4 31.8△     29.5 12.1△   10.4△     2.4 1.1 3.6 1.2

0.8 0.6 0.9 0.6 88.9 15.6△      3.2△     5.9 0.0 1.2 3.2 1.6

2.9 2.6 2.4 2.1 8.3 141.3 4.4 336.1 1.0 1.6 3.1 3.1

1.4△   1.2△   1.1△   0.9△   100.0△   100.0△    35.8△   42.0△     6.3 4.1 8.7 3.1

1.1△   0.8△   0.8△   0.6△   200.0 263.6 50.3 107.4 5.2 3.0 6.0 1.1

0.9△   0.9△   0.5△   0.5△   0.0 46.6△      30.6△   46.8△     3.0 1.6 4.9 0.2

0.2△   0.1△   0.3△   0.2△   100.0 1,602.3 39.7△   29.1△     3.2 1.2 4.6 0.3

0.7△   0.3△   0.4△   0.0 37.5△     85.1△      30.1△   25.6 2.8 0.9 4.2 0.2

0.2△   0.1△   0.2 0.1 50.0 332.9 10.6△   28.4 2.5 1.3 3.9 0.6

0.2△   0.1△   0.1 0.1 71.4△     88.6△      15.9△   25.7 2.5 1.1 4.1 0.7

0.4 0.5 0.6 0.5 40.0 472.8 10.4△   7.8△      2.2 1.1 3.6 0.6

0.6 0.5 0.8 0.5 33.3 1,223.7 9.7△     32.7△     2.4 1.1 3.6 1.2

0.3 0.1 0.5 0.2 100.0 351.3 4.6△     17.8△     1.2 1.2 3.6 0.9

0.8 0.5 0.9 0.6 100.0 84.6△      2.9 5.2 0.9 0.9 3.4 0.9

1.3 1.0 1.2 0.8 75.0 2.8 6.5△     20.0 0.0 1.2 3.2 1.6

2.9 2.6 2.5 2.1 - - 1.9 3.4△      0.8 1.3 3.1 1.8

2.8 2.4 2.5 2.1 16.7 39.3 11.0 48.2△     0.2 1.4 2.9 2.3

2.9 2.8 2.4 2.2 33.3△     226.0 0.9 1,697.7 1.0 1.6 3.1 3.1

2.8 2.6 2.6 2.4 33.3 28.1△      3.8 18.3 0.8 1.7 3.5 3.4

3.3 3.1 3.0 2.8 0.0 290.9 5.6 22.5 - - - -

令和2年＝100 負債総額1,000万円以上 年･期・月末残高　県の預貸残高は銀行･第2地銀・信用金庫

対前年同月（期）比は旧基準年による公表値 の計（１３銀行（県内店舗分）、８信金（県外店舗含む））

総務省統計局「消費者物価指数」 預金残高は実質預金（総預金から切手手形を控除したもの）

日本銀行福島支店「福島県金融経済概況」、日本銀行「金融経済統計月報」

㈱東京商工リサーチ福島支店・郡山支店「福島県企業倒産状
況」、㈱東京商工リサーチ「全国企業倒産状況」

負債総額 預金残高 貸出残高

全　国 全  国

総合 総合 件数 負債総額 件数

25 金融機関預貸残高23 消費者物価指数 24 企業倒産

預金残高 貸出残高
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3年 Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

4年 Ⅰ

Ⅱ

3年 4月

3年 5月

6月

7月

8月

9月

10月

11月

12月

4年 1月

2月

3月

4月

5月

6月

7月

8月

3年 Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

4年 Ⅰ

Ⅱ

3年 4月

3年 5月

6月

7月

8月

9月

10月

11月

12月

4年 1月

2月

3月

4月

5月

6月

7月

8月

出所

資料

令和1年　

2年　

令和3年　

備考

年月

区分

令和1年　

2年　

令和3年　

企業・金融 中小企業の業況 市場

28 株式 29 円相場

福島県 全国 福島県 株価

地元地銀・ 国内銀行 全産業 製造業 非製造業 東証株式 東京市場

 第二地銀 建設業 卸売業 小売業 ｻｰﾋﾞｽ業 （プライム） 米ドルスポット）

（％） （％） （円） （円/米ﾄﾞﾙ）

0.759 0.861 - - - - - - - 21,697.23 108.99

0.749 0.814 - - - - - - - 22,705.02 106.73

0.746 0.795 - - - - - - - 28,836.40 109.89

0.743 0.805 - - - - - - - 28,983.39 109.50

0.739 0.800 - - - - - - - 28,554.00 110.09

0.746 0.795 - - - - - - - 28,810.08 113.70

0.743 0.790 - - - - - - - 27,156.32 116.32

0.722 0.784 - - - - - - - 26,893.81 129.66

0.743 0.808 - - - - - - - 29,426.75 109.13

0.741 0.807 - - - - - - - 28,515.21 109.19

0.743 0.805 15.7△   0.9△    28.8△   19.5△   29.7△   41.0△   19.4△   28,943.23 110.11

0.740 0.804 - - - - - - - 28,118.76 110.29

0.735 0.802 - - - - - - - 27,692.73 109.84

0.739 0.800 29.7△   11.7△   46.2△   31.1△   41.1△   50.0△   58.1△   29,893.57 110.17

0.739 0.800 - - - - - - - 28,586.20 113.10

0.742 0.798 - - - - - - - 29,370.61 114.13

0.746 0.795 10.7△   1.7△    19.4△   22.2△   10.1△   34.7△   9.6△    28,514.23 113.87

0.743 0.796 - - - - - - - 27,903.99 114.83

0.744 0.793 - - - - - - - 27,066.53 115.20

0.743 0.790 25.5△   11.6△   39.5△   28.9△   40.3△   53.6△   30.0△   26,584.08 118.51

0.736 0.790 - - - - - - - 27,043.33 126.04

0.729 0.787 - - - - - - - 26,653.77 128.78

0.722 0.784 19.6△   10.8△   28.5△   47.6△   29.6△   25.0△   18.7△   26,958.39 133.86

0.714 0.784 - - - - - - - 26,986.74 136.63

- - - - - - - - - 28,351.67 135.24

対前月（期）

0.063△    0.040△   - - - - - - - 613.50△     1.41△       

0.010△    0.047△   - - - - - - - 1,007.79 2.26△       

0.003△    0.019△   - - - - - - - 6,131.38 3.16

0.008△    0.004△   - - - - - - - 18.32△       3.41

0.004△    0.005△   - - - - - - - 429.39△     0.59

0.007 0.005△   - - - - - - - 256.09 3.60

0.003△    0.005△   - - - - - - - 1,653.76△   2.62

0.021△    0.006△   - - - - - - - 262.51△     13.34

0.008△    0.001△   - - - - - - - 111.46 0.48

0.002△    0.001△   - - - - - - - 911.54△     0.06

0.002 0.002△   19.0 27.2 12.3 11.5 8.3 4.0△    38.5 428.02 0.91

0.003△    0.001△   - - - - - - - 824.47△     0.18

0.005△    0.002△   - - - - - - - 426.03△     0.45△       

0.004 0.002△   14.0△   10.8△   17.4△   11.6△   11.4△   9.0△    38.7△   2,200.84 0.34

0.000 0.000 - - - - - - - 1,307.37△   2.92

0.003 0.002△   - - - - - - - 784.41 1.03

0.004 0.003△   19.0 10.0 26.8 8.9 31.0 15.3 48.5 856.38△     0.26△       

0.003△    0.001 - - - - - - - 610.24△     0.96

0.001 0.003△   - - - - - - - 837.46△     0.37

0.001△    0.003△   14.8△   9.9△    20.1△   6.7△    30.2△   18.9△   20.4△   482.45△     3.31

0.007△    0.000 - - - - - - - 459.26 7.53

0.007△    0.003△   - - - - - - - 389.56△     2.74

0.007△    0.003△   5.9 0.8 11.0 18.7△   10.7 28.6 11.3 304.62 5.08

0.008△    0.000 - - - - - - - 28.35 2.77

- - - - - - - - - 1,364.93 1.39△       

（総合） 前年同期と比較して、業況が「良化」と回答した企業の割合から 日経平均(225種) （期中平均値）

年・月末残ベース 「悪化」と回答した企業の割合を減じた数値　　（四半期月末時点） （期中平均値）

(公財)福島県産業振興センター「中小企業景気動向調査」 日本経済新聞社 日本経済新聞社

日本銀行「金融経済統計月報」

日本銀行福島支店「福島県金融経済概況」

26 貸出約定平均金利 27 中小企業業況DI
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４ 参考 

１ 中小企業景況レポート（福島県中小企業団体中央会）９月分 

食品製造業 

 

（１）漬物：電気、ガス、包材、原料等仕入と経費の値上げが続き、収益を厳しくして

いる。 

（２）昨年と比べ、出荷面では増加に転じているが、原材料の相次ぐ値上げにより経営

は厳しくなっている。 

（３）菓子：昨年に比べ少し良い傾向となっている。販売価格を上昇させ、客数が若干

落ちたが売上はプラスとなった。原材料や燃料費高騰に備え、更なる原材料・包材の高

騰が予想される。 

（４）酒造：新型コロナウイルス感染者が再拡大してきており、状況は悪くなってきて

いると感じている。しかし、感染対策を徹底したイベントも増えてきている。３年ぶり

に「酒まつり」が開催されるなど、少しずつ消費の動きが出てきている状況。 

（５）乾麺：原材料価格の高騰分を納品価格に反映できない。小麦粉以外の値上げも重

荷になっている。 

（６）食品団地：原油と原材料等の高止まりによる影響が大きい。また、輸入原材料等

の不足で生産稼働にも影響が出ている。しかし、３年ぶりに夏のイベントが開催される

など少しずつ進み始めている。 

 

繊維工業 

 

（７）縫製業：８月も受注量は安定していたが、工賃については見直されることはなく、

人件費及び物価高騰に比例していない。そのため、売上が例年通りでも経費が上昇する

ばかりで収益の増加になっていない状態が続いている。 

 

木材・木製品製造業 

 

（８）外材輸入業：荷動きが非常に悪い状況が続いており、在庫量が増加している。円

安が急加速しており、今後の仕入にも大きな影響が出ると予想される。 

 

印刷 

 

（９）印刷業：行動制限のない夏休みだったが、各種イベントの自粛や開催延期などで、

印刷物の仕事が動かず低調であった。 

 

窯業・土石製品 
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（１０）砕石：製造費の大幅な上昇に見合った値上げができていない。特に、軽油の高

値継続、爆薬・加工品及び消耗品鋼材の継続的な値上げ、重機部品及び修理費用の値上

げなど様々な影響が出ている状況。 

 

（１１）生コン：令和４年８月の生コン出荷数量は、85,900 ㎥と対前年同月比-4.3%。

出荷数量の内訳は、民需が対前年同月比+6.8％、官公需が-14.5％であった。 

 ○民需の動向 

 対前年同月比   + 6.8％ 

 対前年同月比増加地区 

   県中地区 ：+ 43.5％  物流センター、工場新築工事等 

   いわき地区：+ 25.2％    サテライト基地建設等 

    相双地区 ：+ 12.3％   水素ステーション建設工事等   

   会津地区 ：+ 20.5％  大型商業施設新築工事等          

 対前年同月比減少地区 

   県北地区 ：- 10.1％  新幹線アプローチ工事等 

   白河地区 ：- 40.6％   工場新築工事等 

 ○官公需の動向 

 対前年同月比   - 14.5％ 

 対前年同月比増加地区      

     会津地区 ：+  5.1％   砂防施設工事、トンネル舗装工事等 

 対前年同月比減少地区 

    県北地区 ：- 14.7％    校舎改築工事等 

   県中地区  ：- 25.3％    土砂災害対策工事等 

   白河地区  ：- 20.2％  ダム改築工事、建物建替工事等 

   いわき地区：- 43.8％    河川災害復旧工事等 

    相双地区 ：-  0.9％    災害公営住宅整備工事等 

（１２）鉄工業（郡山地区）：鋼材の値上げが小幅ながら続いている。また、新電力か

ら東北電力へ切り替えた際の価格上昇の影響は大きい。溶接材料、機械の消耗部品、修

理作業費用が次々値上げされており、利益の減少が進んでいる状況。 

（１３）鉄構業：前月に引き続き、鋼材不足と高騰が続いている。高い材料を避けるこ

とで、建物を建てる人が増えていると思われる。これがいつまで続くのが不安に感じて

いる状況。 

（１４）クレハエンジニアリング：プラント設備関連業界は、売上高が先月比において

50％減、さらに前年同月比 40％減、前年累計比においても 14％減と不調な結果となった

が、来月に期待したい。 

 

                その他の製造業 

 

（１５）漆器：売上は増加しているものの、コロナ禍以前には達していない。商品を見

るだけの来客が増える一方で、購入単価は上がっている。また、消費税増税の影響もま
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だまだ続いていると感じている。 

 

卸売業 

 

（１６）再生資源：古紙市場は、輸出価格の下落に伴い国内向けも値下がり基調、来月

は更なる下げが予想される。鉄スクラップ相場は８月後半から回復し、値上げ基調であ

る。 

（１７）米麦：令和３年産米はコロナ禍に伴い、業務用米の需要が減ったことで供給過

多となり米価は低迷したが、年間計画販売をしている企業を除いて、集荷した米は完売

した。現在は令和４年産米の集荷に向け、お客様への出荷依頼や倉庫の点検・修理・清

掃などの作業に追われている。 

 

小売業 

 

（１８）共同店舗：新型コロナウイルス感染者数の拡大が続く中、帰省客が増えたこと

で実績は前年比・前月比共に伸びた。今後も消費活動が活発になることを期待したい。 

（１９）石油：8 月の WTI 原油先物価格は、OPEC による需要見通しの下方修正、米原油

在庫の大幅減少、サウジアラビアの原産示唆などから、月末にかけて９０ドル台を割っ

た。ガソリンの全国平均価格は 169.8 円となっている。 

（２０）水産物：花火大会や夏祭りの開催等、明るい話題はあったものの、売上増加に

は結びつかなかった。お盆期間の動きは良かったが、商品価格高騰は止まらずなかなか

販売価格に転嫁出来ない状況。 

（２１）青果：８月は県産桃の出荷ピークを迎え、取引量は増加している。しかし、例

年通りの売上と販売量にとどまると思われる。今後は梨のピークを迎えるが、こちらも

例年通りになる予測である。 

商店街 

 

（２２）商店街（福島市）：新型コロナウイルスの影響により、物販品の減少と娯楽店

の撤退が重なり、人流はほとんど無くなってしまった。 

（２３）商店街（二本松市）：期待された回復も、度重なる値上げにより相殺されたよ

うな状況。今後の影響継続を懸念している。 

（２４）商店街（郡山市）：８月は、街中でイベントが開催されるなど久しぶりの賑わ

いがあった。３年ぶりに開催となった「うねめまつり」や「ビールまつり」によって、

非常に多くの来街者があった。今後の秋祭りや商店街のイベントにも期待したい。 

（２５）商店街（会津若松市）：商店街のイベントは規模を縮小して開催された。今後

も対策を徹底しつつ、出来ることを勧めていきたい。  

（２６）商店街（南相馬市）：物価高の影響で、全ての業種の仕入価格が１０％程度値

上げとなっている。小売価格に転嫁する店や売上減を考えで据え置く店などが多く見ら

れ、今後収益に影響が出てくると思われる。 
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サービス業 

 

（２７）温泉旅館（福島市）：現状、宿泊直前の予約が多く、仕入の段取りが難しい。

キャンセルの理由の傾向として、本人から遠い関係の感染によるものから、本人または

本人に近い人の感染によるものに変化している。 

（２８）温泉旅館（いわき市）：例年 8 月は観光客が多い時期であり、県民割の効果も

あって前年及び前々年と比べ好調だった。夏祭りもコロナ禍ではあるが、多くの人で賑

わいを見せた。 

（２９）理容業：新型コロナウイルスの感染者が再拡大してきているが、お客様の感染

対策もあり、客足が大きく落ち込むことはなかった。 

（３０）一般廃棄物運搬：企業が行っている浄化槽の保守点検及び清掃について、長期

的には人口減少による業務量の減少が懸念される。短期的には、浄化槽設置数に大きな

変化が無いため一定している。事業規模についても大きな変化は無く、時期を見た設備

更新程度である。現在、従業員の高齢化が進んでおり、長期的な視点に立っての人員確

保が課題となっている。                                                                 

 

建設業 

 

（３１）建設業（県南地区）：公共土木工事が若干増加してきており、公共建築工事も

発注されてきている。民間の工事は低調のままであり、資材価格の高騰が続き、工事原

価に影響が出ている。 

（３２）管工事（県北地区）：給水・排水設備申請とも前月比で減少。前年同月累計対

比でも、給水・排水設備申請とも減少している。 

（３３）専門工事：物価上昇については近年例を見ないほどのペースで進行しており、

建設業界のみに限らず影響が拡がっている。一部の商材では半年で５０％の値上げとな

っており、生活物価の上昇よりも深刻である。 

（３４）電気通信工事：受注の動きが不安定で先々の傾向を読むのが難しい状況。ガソ

リン代や人件費等の高止まりが続いている。濃厚接触による待機等によって、１人１人

の仕事量が変化するなど健康面に気をつける事が重要であると改めて感じられた。 

 

運輸業 

 

（３５）トラック団地（県北）：前月同様、業況は減収減益傾向が続いている。また、

依然としてドライバー不足も続いており先行き不透明な状況にある。 

（３６）タクシー（県北）：陸上大会の開催もあり、８月は送迎の仕事が入った。業界

では、福島市に対し要望書を提出し、市から支援策が発表されるなど動きが出ている。 
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2  景気動向指数（福島県）

　概  括

　山　　　 谷　　  山      谷　　　　　                       山       谷　  　　　     山　   谷

　　  9.3    11.6  12.10  14.1　　　                    19.10　21.4　　　    24.4  24.9　

※CI(Composite indexes) : 景気変動の勢いや大きさといった、景気の強弱を定量的に計測する指数であり、採用系列の

　　　　　　　　　　　　　　　　　変化率（前月比）を合成して作成。

※グラフ上の景気基準日付のうち、シャドウ部分は景気後退期を示している。

区　分 景　気　動　向　指　数　（ＣＩ指数）

年　月 先行指数 一致指数 遅行指数 先行指数 一致指数 遅行指数

R4年2月　 98.3 73.9 94.4 100.2 96.4 95.1
3月　 103.4 70.9 94.4 100.7 97.0 95.2
4月　 107.8 74.5 98.1 102.3 97.1 96.3
5月　 106.2 74.1 96.1 100.7 95.9 95.9
6月　 108.6 74.5 99.8 100.3 99.2 97.5

R4年7月　 112.7 77.5 93.5 99.6 100.6 97.5
採 用 指 標 数 ７指標 ９指標 ５指標 １１指標 ９指標 ９指標

資 料 県：統計課「福島県景気動向指数」

出 所 国：内閣府経済社会総合研究所「景気動向指数」

※一部の計数は速報値を用いており、確報訂正により、前回発表の計数と相違する場合がある。

　※DI(Diffusion Indexes)   : 景気局面とその転換点の把握を目的として、採用系列の変化の方向（３か月前比）を合成して指数を作成。

 　　   　  　　　　　　　　　　 　おおむね3か月連続して50％を上回っていれば景気拡張局面、下回っていれば景気後退局面と判断される。

　【景気基準日付設定～第15景気循環～】

　　　本県の第15景気循環の山を「平成24年4月」、谷を「平成24年9月」と設定した。

　　　景気拡張期間は36か月、景気後退期間は5か月となり、全循環は41か月となった。

　CI指数表

図２　景気動向指数(ＤＩ)グラフ　<一致指数＞

福島県（令和4年9月29日公表） 全　国（令和4年9月12日公表）(速報値）

　　　　　　　　　　山　　　     谷　　　　　山　　　  谷　　山　  谷　　　      　　　 山　　  谷　　  　 山　 谷
 　  　　　　　　 　3.6　　　　  6.2          9.3      11.6 12.10  14.1　　     　     19.10  21.4       24.4  24.9

図１　景気動向指数（ＣＩ）グラフ　＜一致指数＞ (H27=100)

　7月の景気動向指数（ＣＩ：コンポジット・インデックス、H27年=100）は、先行指数112.7ポイント、

一致指数77.5ポイント、遅行指数93.5ポイントとなった。

　先行指数は、前月(108.6ポイント)を4.1ポイント上回り、2か月連続の上昇となった。

　一致指数は、前月(74.5ポイント)を3.0ポイント上回り、2か月連続の上昇となった。

　遅行指数は、前月(99.8ポイント)を6.3ポイント下回り、2か月振りの下降となった。
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「福島県金融経済概況」

「月例経済報告」

　最終需要の動向をみると、個人消費は、新型コロナウイルス感染症の影響が幾分強まっているもの
の、基調としては持ち直しが続いている。住宅投資は、持ち直しの動きが鈍化している。設備投資
は、増加している。公共投資は、下げ止まっている。鉱工業生産は、半導体不足の影響が残るもの
の、海外における物流網の混乱による供給制約の影響が和らいでおり、持ち直しの動きがみられて
いる。雇用・所得環境は、新型コロナウイルス感染症の影響が残るものの、人員不足感の強まりか
ら、緩やかに改善している。
　先行きについては、新型コロナウイルス感染症や物価上昇による個人消費への影響、供給制約に
よる生産面への影響、また雇用・所得の動向に注意していく必要がある。

　日本銀行福島支店令和4年9月13日

令和4年8月25日 　内閣府

「最近の県経済動向」総合判断

企業収益は、一部に弱さがみられるものの、総じてみれば改善している。企業の業況判断は、持ち

直しの動きに足踏みがみられる。

雇用情勢は、持ち直している。

消費者物価は、上昇している。

　先行きについては、感染対策に万全を期し、経済社会活動の正常化が進む中で、各種政策の効果も
あって、景気が持ち直していくことが期待される。ただし、世界的な金融引締め等を背景とした海外景気
の下振れが我が国の景気を下押しするリスクとなっている。また、物価上昇による家計や企業への影響
や供給面での制約等に十分注意する必要がある。

（政策態度）

個人消費は、緩やかに持ち直している。

（基調判断）

設備投資は、持ち直しの動きがみられる。
輸出は、おおむね横ばいとなっている。
生産は、持ち直しの動きがみられる。

　新型コロナウイルス感染症や世界的な物価高騰への対応、エネルギーの安定供給確保など様々
な課題に直面する中、政府は、あらゆる政策を総動員し、国民生活と我が国経済を守り抜く。
　今後とも、大胆な金融政策、機動的な財政政策、民間投資を喚起する成長戦略を一体的に進める
経済財政運営の枠組みを堅持し、民需主導の自律的な成長とデフレからの脱却に向け、経済状況
等を注視し、躊躇なく機動的なマクロ経済運営を行っていく。
　「コロナ克服・新時代開拓のための経済対策」を具体化する令和３年度補正予算及び令和４年度
予算を迅速かつ適切に執行する。「コロナ禍における「原油価格・物価高騰等総合緊急対策」」を実
行するとともに、「物価・賃金・生活総合対策本部」において、足下の物価・景気の状況に速やかに
対応すべく、９月上旬を目途に追加策を取りまとめ、予備費を機動的に活用し、迅速に実行してい
く。その上で、状況に応じて、前例にとらわれることなく、切れ目なく大胆な対策を講じていく。
　骨太方針2022及び新しい資本主義のグランドデザインや実行計画に盛り込まれた施策を着実に
実施するとともに、これらを前に進めるための総合的な方策を早急に具体化し、実行に移す。
　日本銀行においては、中小企業等の資金繰り支援に万全を期すとともに、金融市場の安定を維持
する観点から、金融緩和を継続する措置がとられている。日本銀行には、経済・物価・金融情勢を踏
まえつつ、２％の物価安定目標を持続的・安定的に実現することを期待する。

県内景気は、新型コロナウイルス感染症の影響が幾分強まっているものの、供給制約

の影響が和らいでいることから、緩やかに持ち直している。（先月：県内景気は、供給制約の影響

がみられているものの、新型コロナウイルス感染症の影響が和らいでいることから、緩やかに持ち直している。）

－景気は、緩やかに持ち直している。
（先月：景気は、緩やかに持ち直している。＜前月据え置き＞）

前月据置 県内の景気は、先行きに不透明感が
みられるものの、一部に持ち直しの動
きがみられる。

総合判断

判断の
変化方向 8月(8月31日公表)

判断の
変化方向 9月(9月29日公表)

前月据置 県内の景気は、新型コロナウイルス感
染症等の影響により先行きに不透明
感がみられるものの、緩やかな持ち直
しの動きがみられる。
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「最近の県経済動向」はホームページでも御覧いただけます。

■ 御利用にあたって ■

「最近の県経済動向」では、本県経済の動向の判断に資するよう、県内の経済状況をマクロ的
観点から簡潔に概況を述べ、視覚的にもとらえやすくできるようグラフも併せて示しています。

採用している経済指標については、経済統計上の重要性、速報性に着目して29の指標を選
んで、全国の推移状況とも比較できるようにしています。さらに、福島県景気動向指数の要点を
グラフで示しています。一部の計数は速報値を用いており、確報訂正や遡及改定により、前回
発表の計数と相違する場合があります。

また、参考として県内の景況感に県民の生の声を反映させることを目的に、(公財)福島県産業
振興センターの中小企業景気動向調査結果（四半期公表）や福島県中小企業団体中央会が
行っている「中小企業景況レポート」(月次公表）を掲載しております。さらに、日本銀行福島支店
の「福島県金融経済概況」、 内閣府の「月例経済報告」の中から毎月の概要を抜粋して掲載し
ております。

■ お願い ■

本統計表から抜粋又は新たに資料を作成して利用する場合は、
福島県統計課 『最近の県経済動向』から抜粋（又は作成）した旨を明記してください。

福島県企画調整部統計課

〒960-8670 福島市杉妻町２番１６号
電話 024(521)7148 内線 (2432)
FAX   024(521)7914
E-mail  toukei@pref.fukushima.lg.jp

ふくしま統計情報ＢＯＸ 検索
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